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広島法科大学院論集 第 12号（201611) 343 
う風に言っています。これの意味するところは，警備を「もっと厳重にしな
さいよjと単に言っているわけではなくて，「本当にそんな選択で良いのです
か？Jと，人々の覚悟について問いかけかたのです。
6. おわりにーリスク・便益の分配・受容の社会的合意形成努力を一
皆さんは「民間防衛」という言葉を聞いたことがあるでしょうか。これは
大規模な人的・自然災害の緊急事態から市民の生命と財産，産業，公共イン
フラが被る損害を局限するための準備，対処，事後の復旧を指します。つまり，
全部を網羅しているわけなのです。しかしアメリカでは冷戦の初期，民間
防衛とは核戦争に対する国民の防護とほぼ同義で、ありました。今ではそれが
随分と変わってきていて 自然災害を包含するような，非常に包括的な概念
に変化しています。これを「オールハザードアプローチ」と言います。日本
でも 2004年に「国民保護法」というのが成立しています。これも，民間防衛
をやるのだということでありますの但し日本の国民保護法は，既存の災害対
策基本法が扱う自然災害は対象外になっています。もっぱら武力攻撃やテロ
からの国民防護を目的としております。これは福島のあの事故が起こる直前
ですね。 2011年1月に茨城県水戸市で国民防護訓練が行われました。実はそ
こに私も参加したのです。核テロが発生して 多数の死傷者が発生したこと
を想定して行われた訓練でありました。国民防護，民間防衛というのは必要
なことです。しかし，これを名目に準戦時体制に組み込まれないかと，不安
を覚える人もいます。はっきりしないテロのリスクを考えた時 繰り返しこ
の報告で申し上げましたが一これは恐らく大規模な自然災害と非常に似通っ
たところがあると思うのです。
けれども，我々はリスクと便益を一体どう調整していけばいいのでしょう
か。新しい時代のリスクと便益をどう分配し引き受け，折り合いをつけて
いくのか，その都度議論を尽くして，社会として行為していくための，より
344ー核・ひと－社会（友次）
良い仕組み作りについてもっと真剣に考えないといけないと思います。そう
しなければ，個人の脅威の増大が国家権力の過剰な反応を招くこともあるか
らです。冒頭の問題提起に戻りますが，人によって，国によって，時代によっ
てこのリスクの考え方は違いますから それを社会としてどういう方向性を
付けていくのかということを考えなければいけない。このことを最後に結論
として申し上げて，私の報告を終わらせて頂きます。ご清聴ありがとうござ
いました。
